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■京都会場  2014年 11月 8日(土) 13時 
京都大学法経東館 2階三番教室 
 
■東京会場  2014年 11月 10日(月) 13時 
京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟 27階） 
 
  2010 年代後半にはアセアン統合が全面的に進展する中,東南アジア自動車市場が急速に拡大することが予想









挨拶  京都大学大学院経済学研究科長 岩本武和 
  
13:10-14:00 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  アセアン統合に日系企業はいかに備えるか (仮題 以下同) 
 
14:00-14:30 
東京都市大学都市生活学部 教授 井上 隆一郎  勝ち組タイはアジアのデトロイトになれるか 
 
14:45-15:15 
鹿児島県立短期大学 教授  野村 俊郎   低価格環境車は新顧客層を創出するか－インドネシア 
 
15:15-15:45 
城西大学経済学部 准教授  小林 哲也   フィリピン－販売拡大続くが，撤退するメーカーも 
 
15:45-16:15 





懇親会  参加費 2000 円(協力会会員は無料) シンポジウムは無料 
 
参加の御申込は塩地 shioji@econ.kyoto-u.ac.jp に会場名,氏名･所属,懇親会出欠を御連絡くださ








（文責 京大東アジア経済研究センター 矢野剛） 
 
世界の貧困と格差の解消策を求めて④ 
2014 年 9 月 8 日 
                  京都大学大学院経済学研究科・経済学部名誉フェロー 
                  元京都大学東アジア経済研究センター協力会会長 
                                    大森經德 
連載第３回、第４回分への連載前言の追加説明 
（長くなりますので、連載前言は省略します。第 532 号、第 533 号掲載分を
参照して下さい。） 
 京大東アジアセンターニュースレター第 532 号と第 533 号で、これまで私





経済労働研究』（通巻 1031 号 2013 年 7 月刊）に寄稿した同じ主題の巻頭記事
に若干補足説明をつけ加えて終る予定でしたところへ、8 月 27 日発売の季刊



















































上記の追加説明で説明済の 2013 年７月刊「国際経済労働研究」通巻 1031 号
の巻頭記事「世界の貧困と格差の解消策を求めて」を掲載いたします。ここで
は、今迄の連載①～③までの集大成的総まとめの報告で、初めて、プーチンロ





大阪能率協会アジア・中国事業支援室の共編で 2013 年 3 月に出版した『激動
するアジアを往く～中国リスクの分散先を求めて～』の中に「グラミン銀行訪
問記録」（桃山学院大学経済学部中国ビジネスキャリアコースアドバイザー伊
藤彰一氏記）として 2011 年 8 月にこの有名なユヌス博士に単独インタビュー
をされた伊藤彰一氏の報告に詳述されているほか、月刊誌「Voice2014 年 9 月
号」の巻頭には「貧困を救う企業システム」という 2014 年 7 月 16 日にユヌ
ス博士が「東京での公開シンポジウム」で行われた講演を編集した記事が掲載













 以上でこのテーマに関し私なりに、この 10 年種々考え、提言としても何度
か発表してきた諸論文を、その後の状況も加え、再構成し、4 回に分け連載さ
せていただきました。 

































































カの財政の崖問題も家族年収 45 万ドル（約 3,900 万円）以上の者に対し個人
所得税の最高税率を 35％（地方税込 42～43％）→39.6％（地方税込 46.6～
47.6％）に引き上げることで一応決着した。日本でもこの率を収入 4,000 万円
以上の者に対し 40％（地方税込 50％）→45％（地方税込 55％、相続税も 50％


























































































































































                                                             小島正憲 
 
１．「東アジアの危機」    ２．「転変する東アジアのなかの日本」   
３．「追憶のカンボジア」    ４．「消去」    ５．「ぶらりあるき ビルマ見たまま」 
 
１．「東アジアの危機」  一色清・姜尚中編  集英社新書  ２０１４年７月２２日 

































































































２．「転変する東アジアのなかの日本」  荒井利明著  日中出版  ２０１４年７月３１日 
副題 ： 「私たちはいかなる道を選ぶのか」 






























































































４．「消去」リティ・パニュ、クリストフ・バタイユ著 中村富美子訳 現代企画室 ２０１４年７月５日 
副題 ： 「虐殺を逃れた映画作家が語るクメール・ルージュの記憶と真実」 

































































































トを「主要言語」とともに示しているが、掲示してあった 10 科目 179 人の受
講者のうちの 148人までがロシア語を「主要言語」としていたからである。こ
の 179 人の名前はすべてカザフ人の名前であったから2、これはカザフ語を主






















































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 -0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9  5.4  1549 20.3 24.9     
2012 年 7.7 10.0  2.7  2303 7.9 4.3     
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10 月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11 月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12 月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013 年 7.7 9.7  2.6         
1 月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2 月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3 月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4 月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5 月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6 月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10 月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11 月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12 月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014 年             
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
